


 

 ４ 入札予定日以前３か月以内に、手形交換所で手形若しくは小切手の不渡りを出した事実

又は銀行若しくは主要取引先からの取引停止等を受けた事実がある者でないこと。 

 ５ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）の規定に基づく破産の申立て、会社更生法（平成 14

年法律第 154 号）の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法 （平成 11年法律

第 225 号)の規定に基づく申立てがなされていない者であること。(会社更生法の規定に基

づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされ

た者であって、更生計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除く。） 

６ この入札に参加しようとする個人又は法人の役員等（役員として登記又は届出されてい

ないが実質上経営に関与している者を含む。）が、佐伯市暴力団排除条例（平成 23 年佐伯

市条例第 43 号。）第６条第１項に定める暴力団関係者でない者であること。 

 ７ 納入業者は、第三者である賃貸人たるリース会社を選任し、その貸付能力を自らの責任

において証明した者であること。 

なお、賃貸人は、本入札において２以上の納入業者の賃貸人を兼ねることはできず、入

札に自ら参加することもできない。 

   

第３ 入札手続等 

 １ 担当課（入札及び契約担当課） 

    郵 便 番 号：876-8585 

    所 在 地：大分県佐伯市中村南町１番１号（佐伯市役所本庁舎４階） 

    部 署 名：佐伯市役所 総務部 情報推進課 

電 話 番 号：0972-22-4543（直通） 

電子メールアドレス：suisin@city.saiki.lg.jp 

 

 ２ 仕様書等の閲覧の期間及び方法 

（１）閲覧期間 

公告日から令和７年８月４日 月曜日の午後５時までとする。 

（２）閲覧方法 

仕様書等（入札説明書及び各種様式含む）の閲覧については、佐伯市ホームページ

（https://www.city.saiki.oita.jp/list05224.html）に掲載するので、ダウンロードし

て閲覧すること。なお、ダウンロードが困難な場合は、第３の１の担当課へ問合せする

こと。 

 

 ３ 入札に関する質問について 

（１）質問方法 

本入札（仕様書・様式の記入方法等）に関して質問がある場合には、公告日から令和

７年７月 22 日 火曜日の午後５時までに第３の１の担当課へ質問回答書（様式３）によ

り電子メールで提出し、確認のため、送信した旨を電話連絡すること。 

 

 

mailto:suisin@city.saiki.lg.jp
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（２）質問に対する回答 

令和７年７月 24 日 木曜日までに、佐伯市ホームページ（https://www.city.saiki.

oita.jp/list05224.html）に掲載するものとする。 

 

 ４ 競争入札参加資格確認申請書類の提出期間等 

入札参加者は、第２に掲げる資格を有することを確認するために、次に掲げる書類（以

下「申請書」という。）を提出期間内に提出し、本市から入札参加者に必要な資格の有無に

ついて確認を受けなければならない。 

（１）提出書類  

ア 競争入札参加資格確認申請書              １部 

イ 第三者賃貸方式による貸付能力等証明書    １部 

ウ 納入機器明細表             １部 

  ※ウについては任意の様式とし、添付の作成例を参照のこと。 

（２）提出期間 

公告日から令和７年７月 25 日 金曜日までの午前８時 30 分から午後５時まで 

※土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

（３）提出方法  

提出期間内に第３の１の担当課に持参又は郵送（一般書留、簡易書留のいずれかに

よる）により提出すること。 

なお、郵送する場合は、事前に担当課に電話連絡することとし、提出期間内の必着

とする。また、郵送に係る費用は申請者の負担とする。 

（４）提出された申請書は、返却しないものとする。 

（５）提出期間後に申請書の修正、差替え又は再提出は、原則として認めないものとする。 

（６）提出書類の様式は、佐伯市ホームページ（https://www.city.saiki.oita.jp/list052

24.html）からダウンロードして取得すること。なお、ダウンロードが困難な場合は、第

３の１の担当課へ問合せすること。 

 

５ 競争入札参加資格の確認及び通知 

   入札参加者から提出された申請書に基づき、令和７年７月 28日 月曜日までに入札参加

資格を確認するものとする。確認後、入札参加資格を有する者に対する通知は省略するも

のとし、入札参加資格を有しない者に対する通知を、令和７年７月 28 日 月曜日までに行

うものとする。 

 

６ 入札説明会  実施しない 

 

７ 入札保証金  免除する 
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８ 入札及び開札等 

（１）入札方法   

郵便入札とする。 

入札書の提出方法は郵送にて行うものとし、持参その他の方法によるものは受け付け 

ない。 

なお、郵便入札の場合、入札書は代表者が作成するため、当該入札に関する委任 

状は不要とする。 

 

（２）提出期限及び提出先   

ア 提出期限  令和７年８月４日 月曜日 午後５時までに必着のこと 

  イ 提出先   第３の１の担当課宛て 

（３）郵送方法   

一般書留、簡易書留のいずれかによって郵送すること。 

それ以外の方法で郵送した場合は無効とし、郵送に係る費用は入札者の負担とする。 

※郵送方法等の詳細は、別紙「郵便入札に関する留意事項」を参照のこと。 

（４）開札の日時及び場所 

   令和７年８月５日 火曜日 午後 14 時 00 分 

   佐伯市役所 本庁舎４階 402 会議室 

（５）開札の立会 

開札に立会いを希望する場合（各者１名まで）は、公告日から開札日前日の正午ま

でに第３の１の担当課へ開札立会申請書を郵送又は電子メールにより提出することと

し、申請書を発送又は送信後、担当課に電話連絡すること。立会の受付は、開札予定

時間の 10分前から行うものとする。 

なお、郵送による場合の係る費用は入札者の負担とする。 

また、入札者の立会いがない場合は、入札事務に関係のない職員を立会人とする。 

（６）入札回数 

入札執行回数は、原則として２回を限度とする。初回入札において落札者が決定しな

かった場合は、開札後、速やかに再度入札を行う旨（日時、場所、方法について）を入

札参加者へ連絡することとする。ただし、初回の入札に参加しなかった者及び初回の入

札を無効とされた者は、再度の入札に参加できないものとする。 

なお、再度入札でも落札者がいない場合は、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第

８号の規定による随意契約のための見積合わせを行う。その場合の見積方法、見積期限

については別途指示するものとする。 

（７）その他 

ア 入札書に記載する金額は、リース料率及び納入に要する一切の諸経費を加味したリ 

ース料月額（税抜き）を記入すること。 

イ 落札者の決定は、最低価格落札方式で行う。 

ウ 入札書及び入札に係る文書に使用する言語は、日本語に限る。また、入札金額は、 

日本通貨による表示とする。 



 

エ 入札書への記入は、ペン又はボ－ルペン（えんぴつ、消せるボールペン等訂正が容易

にできる筆記具は不可）を使用すること。 

オ 入札者は、その提出した入札書の引換え、変更及び取消しをすることができない。 

カ 落札決定に当たっては、入札書に記入された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金

額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札

書に記入すること。 

キ 入札書の郵送後に入札の辞退を認めるものとする。この場合において、辞退しようと

する入札者は、開札日時までに入札辞退届を入札執行者に提出しなければならない。 

 

第４ 落札者の決定方法 

１ 開札後は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした者のうち、最低の価 

格をもって申込みをした者を落札者とする。 

 

２ 落札者となるべき同価の入札を行った者が２者以上あるときは、直ちに落札者の順位を

決定するため、くじ番号による抽選を実施する。 

 

３ くじ番号による抽選方法は、入札書に記載されたくじ番号をもとに本市が定める所定の

計算式に当てはめて算出した結果によって落札者を決定する方法とする。 

※抽選方法の詳細は、添付の「くじ番号による決定方法」を参照のこと 

 

第５ 入札結果について 

開札終了後、速やかに、落札者に電話で連絡するとともに、応札者全員に、後日、入札結

果を郵送するものとする。 

  

第６ 契約保証金 

免除する 

 

第７ 入札の無効 

 １ 佐伯市契約規則第 28 条に掲げるもののほか、次の各号のいずれかに該当する入札は無効

とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消すものとする。 

   なお、無効の入札をした者は、再度の入札に参加することができない場合がある。 

（１）記名押印を欠く入札 

（２）金額の記載がない入札 

（３）入札書に入札者又はその代理人の記名がなく、入札者が判明できないとき。 

（４）誤字脱字等により、意思表示が不明瞭であるとき。 

（５）二以上の意思表示をした入札 

（６）再度入札において初回の最低入札価格以上の価格で行った入札 



 

（７）この公告に示した申請書を提出しない者のした入札（申請書の未記入及び様式が異な

る等競争参加資格の内容が確認できない場合を含む。） 

（８）この公告に示した競争参加資格のない者又は申請書に虚偽の記載をした者の入札 

（９）申請書の説明を求めた場合において、正当な理由無くこれを拒否した者のした入札 

（10）その他入札に関する条件（関係法令、仕様書、本入札に関する添付資料等の記載事項） 

に違反した入札 

 

２ この入札において情報が寄せられ、落札予定者が明らかであり、当該情報が次に掲げる

事項のいずれかに該当する場合は、当該情報を談合情報として取り扱うものとする。また、

談合があったと認定した場合は、当該入札を無効とし、原則として当該入札参加者を排除

する旨の要件を加えたうえで再度公告を行うものとする。 

（１）入札に参加する者が落札予定者等について話し合った事実を客観的に示すメモ、録音

又は録画テープ、ファクシミリ送信票等の具体的な物証 

 （２）落札予定金額（率） 

 （３）一般競争入札における入札参加者 

※入札参加者が容易に類推できる入札に係る情報を除く 

（４）その他談合に参加した当事者以外に知り得ないもの 

 

第８ 契約書の作成 

 １ 契約の締結にあたっては、契約書を作成しなければならない。 

  

２ 契約書及び契約に係る文書に使用する言語並びに通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

  

３ 本契約は契約の相手方とともに契約書に記名して押印しなければ、確定しないものとす

る。 

 

 ４ 落札者は、落札の通知を受けた日から７日以内に契約に必要な書類を提出しなければな

らない。ただし、契約担当者が特に理由があると認めた場合は、この限りでない。期間内

に契約に必要な書類を提出しないときは、落札者としての権利を失うものとする。 

 

第９ その他 

 １ この公告に定めのない事項については、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）､地方自治

法施行令､佐伯市契約規則、その他入札契約に関する法令等の定めるところによる。 

 

 ２ 申請書に虚偽の記載をした場合においては､指名停止基準に基づく指名停止を行うこと

がある。 

 

 ３ 契約担当者は、落札者決定後、契約締結までの間に落札者が次の各号のいずれかに該当

した場合は、落札者決定の取消しを行うことができるものとする。 



 

   この場合において、契約担当者は落札者決定の取消しに伴う損害賠償の責を一切負わな

いものとする。 

（１）指名停止に基づく指名停止措置を受けたとき。 

（２）この入札の公告に掲げる競争参加資格の要件を満たさなくなったとき。 

 

 ４ 入札参加者は、開札後、入札条件の不知又は内容の不明を理由として異議を申し立てる

ことはできない。 

 

 ５ 契約担当者は、必要があると認められる場合は、入札若しくは開札の延期又は中止を行

うことができるものとする。この場合において、契約担当者は、入札参加者に対し損害賠

償の責めを一切負わないものとする。 

 

  ６ この競争入札に参加しようとした者から提出された申請書は、公表しないものとする。

ただし、情報公開請求、地方自治法第 98条による請求又は刑事訴訟法第 197 条第２項に 

よる照会等があったときはこの限りでない。 

 

７ この入札に係る契約は、地方自治法第 234 条の３の規定による長期継続契約であるため、

契約書には「この契約の締結する日の属する年度の翌年度以降において、当該契約に係る

賃借人の歳出予算において減額又は削減があった場合、賃借人は、この契約を変更又は解

除することができる。」旨の条項を盛り込むものとする。 

 

８ 入札を辞退する者は、辞退届を提出すること。 

 

９ その他不明な点は、第３の１の担当課まで照会すること。 



仕 様 書 

 

１ 件名       令和７年度 基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約） 

 

２ 契約方法    長期継続契約、かつ第三者賃貸方式 

             

３ 契約期間    （１）リース物件の調達準備期間 

契約締結日の翌日から令和７年９月３０日まで 

（２）リース期間 

令和７年１０月１日から令和１２年９月３０日まで（60 か月） 

 

４ 納入場所    佐伯市が指定する場所（市内中心部の１拠点） 

※詳細場所は、セキュリティの観点から落札者のみに通知する。 

 

５ 納入期限    令和７年９月３０日まで 

※納入日は賃借人と協議した上で決定する。 

 

６ 賃貸借物件  モノクロレーザープリンタ ９０台 （予備トナー等含む） 

※詳細は別紙のとおり 

 

７ 入札書に記入する金額 

リース料率を加味したリース料月額（税抜）を記入すること。 

 

８ リース料の支払方法 

リース開始後、当該月分を翌月以降の請求による月額分割払いとする。 

 

９ 動産総合保険の付保 

契約期間中、賃貸人（物品のリース会社）を契約者とする動産総合保険を付保 

すること。 

 

10 その他    この仕様書に定めのない事項については、別途協議の上決定する。 

 

 



内容 数量

90

モノクロレーザー

A3

標準機能で可能であること。

Canon Satera LBP451と同程度以上

A4：35枚/分　以上、A3：20枚/分　以上

35ﾍﾟｰｼﾞ/分　以上

600×600dpi

段数
最大A3用で2段の給紙カセットを有すること。（オプション対応可）
また、A3サイズまで印刷可能な手差しトレイを有すること。

容量
トレイ：250枚　以上×1段､500枚　以上×1段
手差しトレイ：100枚　以上

USB2.0 Hi-Speed　×1、USB2.0 Host　×2　以上

1000Base-T／100Base-TX／10Base-T　×1　以上

IEEE802.11ｎ規格の2.4MHz以上に対応可能であること。

ドラム一体型トナーカートリッジ

25.5㎏　以内（カートリッジを除く）

AC100V±10％

５年間のメーカー保守パックを付加するものとし、保守対応は、納入業者の責任に
おいて、当該物件の製造元であるメーカーが実施するものとする。
　・無償保証期間を組み合わせる形でも可とする
　・訪問修理対応（部品代含む。トナーカートリッジ・用紙等の消耗品は除く。）
　・サービス対応時間は、月～金曜日 9:00～17:30（※但し、祝祭日・年末年始等の
　 指定する休祭日を除く。）とする。

内容 数量

270

6,000  ページ/個　以上使用できること 90

20,000ページ/個　以上使用できること 180

内容 数量

120

高さ50.0mm ×幅 50.0mm（正方形）

プリンタのトップカバーの材質を考慮し、貼り付けから５年間、退色の程度が少な
く、劣化による自然剥離がないものとする。

・ISO/IEC19572に基づいた、A4普通紙片面連続印刷時のページ数であること。
・グリーン購入法に適合し、エコマーク認定を取得していること。
・ドラム一体型トナーカートリッジであること。
・純正トナーカートリッジであること。

・グリーン購入法に適合し、エコマーク認定を取得していること。
・中古品でないこと。

シール作成に市章のデータ(.jpeg)が必要な場合は本市から提供する。

サイズ

備考

材質

デザイン

トナーカートリッジ

本体同梱トナーカートリッジ

予備トナーカートリッジ

備考

３　シール
項目

佐伯市市章シール

保守

本体

重量

２　トナーカートリッジ

項目

備考

インターフェース

USBポート

ネットワークポート

無線LAN

電源

トナーカートリッジ

型式

A4連続プリント(両面)

解像度

最大ﾌﾟﾘﾝﾄ解像度

用紙対応

給紙

両面印刷

参考品

プリントスピード

モノクロ連続プリント(片面)

別紙　詳細仕様書

１　モノクロレーザープリンタ

項目

基本仕様

ブリント方式

最大用紙サイズ



競争入札参加資格確認申請書 

 

令和   年   月   日 

 佐伯市長  冨髙 国子   様 

 

申請者 

所在地  

商号又は名称  

代表者氏名  ㊞ 

 

令和７年  月  日付けで公告のあった「令和７年度 基盤系プリンタ更新リース（長期継続契

約）」に係る競争入札参加資格を確認されたく、関係書類を添え申請します。 

なお、佐伯市物品等供給契約の競争入札参加資格審査要綱に規定する有資格者の名称等は

下記のとおりです。 

記 

商号又は名称 代表者職・氏名 

  

所在地   〒 

 

電話番号 電子メール ファックス番号 

   

 

（代理人） 

商号又は名称 代表者職・氏名 

  

所在地   〒 

 

電話番号 電子メール ファックス番号 

   

※代理人の欄は、競争入札参加資格登録申請時、代理人（支店長等）を登録している場合のみ記入してください。 

※代理人を登録している場合、申請は代理人が行ってください。（申請者＝代理人） 

 

関係書類 

□ 第三者賃貸方式による貸付能力等証明書 ・・・ １部 

□ 納入機器明細表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １部 

 

※右の入札参加資格確認欄には、記入しないでください。 

市記入欄です。 

 

 

 

入札参加資格確認欄 

参加資格の有無 確認者印 

    



令和  年  月  日  

 

佐伯市長  冨 髙  国 子  様 

 

【納入業者（物品の販売業者）】 

所在地                 

商号又は名称                 

代表者名                     ㊞ 

 

【賃貸人（物品のリース会社）】 

所在地                 

商号又は名称                  

代表者名                     ㊞ 

 

 

第三者賃貸方式による貸付能力等証明書 

 

佐伯市（以下「甲」という。）が令和７年  月  日付けで公告した下記の案件について、当社が

納入業者（以下「乙」という。）となった場合、責任をもって第三者である賃貸人（以下「丙」という。）

をして貸し付けできることを下記のとおり証明いたします。 

 

記 

 

１ 件     名  令和７年度 基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約） 

 

２ 賃貸借契約  賃貸借契約は甲乙丙の間で、甲指定の賃貸借契約書により契約いたします。 

 

３ 賃貸借契約にかかる債務の履行 

  賃貸借契約にかかる債務については、乙の責任において甲の賃貸借契約書に定めた条件で

丙に履行させます。また、丙が正当な理由なく賃貸借契約書に定められた債務を履行しない場合

は、乙が債務を履行いたします。 

 

４ 賃貸料 

 (1) 乙が落札した賃貸料で、丙から甲へ賃貸いたします。 

 (2) この契約により生じる賃貸料の請求は丙が行いますので、甲から丙に支払いをお願いします。 

 



令和  年  月  日  

 

佐伯市長  冨 髙  国 子  様 

 

【納入業者（物品の販売業者）】 

所在地                 

商号又は名称                 

代表者名                     ㊞ 

 

【賃貸人（物品のリース会社）】 

所在地                 

商号又は名称                  

代表者名                     ㊞ 

 

 

第三者賃貸方式による貸付能力等証明書 

 

佐伯市（以下「甲」という。）が令和７年  月  日付けで公告した下記の案件について、当社が

納入業者（以下「乙」という。）となった場合、責任をもって第三者である賃貸人（以下「丙」という。）

をして貸し付けできることを下記のとおり証明いたします。 

 

記 

 

１ 件     名  令和７年度 基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約） 

 

２ 賃貸借契約  賃貸借契約は甲乙丙の間で、甲指定の賃貸借契約書により契約いたします。 

 

３ 賃貸借契約にかかる債務の履行 

  賃貸借契約にかかる債務については、乙の責任において甲の賃貸借契約書に定めた条件で

丙に履行させます。また、丙が正当な理由なく賃貸借契約書に定められた債務を履行しない場合

は、乙が債務を履行いたします。 

 

４ 賃貸料 

 (1) 乙が落札した賃貸料で、丙から甲へ賃貸いたします。 

 (2) この契約により生じる賃貸料の請求は丙が行いますので、甲から丙に支払いをお願いします。 

 

記入例 

郵送の場合は作成日、電子メールの場

合は提出日を記入すること。 

佐伯市物品等競争入札参加資格認定

を受けた者の所在地等を記入するこ

と。 



株式会社　○○○○

品名 メーカー名・型番等 数量 備考

本体　プリンタ ○○社　AB12345 90台

本体梱包トナーカートリッジ ○○社　CD12346 90個

予備トナーカートリッジ ○○社　EF12347 １８0個

保守パック ○○社　GH45678　メーカーオンサイト 1式

佐伯市市章シール 120個

その他については、仕様書のとおり

納入機器明細表（作成例）  ※様式は任意とする。

日付・印は不要

納品しようとする製品（機器）の製造メーカー
名・型式・規格・数量・単位等、仕様書に示した
項目を具体的に記載してください。



様式１

￥ ―

くじ番号

　　　佐伯市契約規則を承諾の上、上記のとおり入札します。

令和　　　年　　　月　　　日

㊞

　　契約担当者　佐伯市長　　冨　髙　　国　子　　様

備考 
１ 数字はアラビア数字を使用し、頭に￥を記入すること。
  また、金額の訂正は無効入札となるので注意すること。
２ 入札書には、月額のリース料（消費税抜き）を記入すること。
３ 金額以外で入札書に記入した事項を訂正する場合は、訂正箇所を二重線で抹消し、押印すること。
４ くじ番号には３桁までの数字を記入すること。（「０００」以外とする。）
  くじ番号がない、又は「０００」の場合は、「１１１」を割り当てます。

入　札　書

金 額

物 件 名 令和７年度　基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約）

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

納 入 場 所 佐伯市が指定する場所

住 所



様式１

￥ ―

くじ番号

　　　佐伯市契約規則を承諾の上、上記のとおり入札します。

令和　　　年　　　月　　　日

㊞

　　契約担当者　佐伯市長　　冨　髙　　国　子　　様

備考 
１ 数字はアラビア数字を使用し、頭に￥を記入すること。
  また、金額の訂正は無効入札となるので注意すること。
２ 入札書には、月額のリース料（消費税抜き）を記入すること。
３ 金額以外で入札書に記入した事項を訂正する場合は、訂正箇所を二重線で抹消し、押印すること。
４ くじ番号には３桁までの数字を記入すること。（「０００」以外とする。）
  くじ番号がない、又は「０００」の場合は、「１１１」を割り当てます。

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

納 入 場 所 佐伯市が指定する場所

入　札　書

金 額

物 件 名 令和７年度　基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約）

月額のリース料を税抜きで記入す

る。

記入例

任意のくじ番号を記入する。

文字及び印影を、明瞭でかつ消滅しないもので記入
又は押印すること。
（鉛筆又は消えるボールペン等での記入は不可）



様式２

　この度、下記の案件について、都合により入札を辞退しますので届け出ます。

件 名 令和７年度　基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約）

開 札 日 令和7年8月5日

　令和７年　　月　　　日

㊞

契約担当者 佐伯市長　冨　髙　国　子　　様

入　札　辞　退　届

住 所
商 号 又 は 名 称
代 表 者 氏 名



様式３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

入札件名

業者名（会社名）

質問者氏名

質問期間 公告の日から 令和７年７月22日 火曜日 午後５時まで
回答方法 令和７年７月24日 木曜日までに、佐伯市ホームページの

当該入札掲示場所にて公表します。
（https://www.city.saiki.oita.jp/list05224.html）

質問 回答

質　問　回　答　書

令和　　年　　月　　日

令和７年度　基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約）

https://www.city.saiki.oita.jp/list05224.html


様式４

　　　　　以下の案件について、開札の立会を希望しますので申請します。

件 名 　令和７年度　基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約）

開 札 日 時 　令和７年８月５日 　　　時　　　分午後２時00分

開 札 場 所 　佐伯市役所　本庁舎４階　402会議室

　 住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

契約担当者　佐伯市長　冨　髙　　国　子　　様

【送信先】
郵送の場合

８７６－８５８５
大分県佐伯市中村南町１番１号
佐伯市役所　総務部　情報推進課
０９７２－２２－４５４３

メール送信の場合
suisin@city.saiki.lg.jp

※開札に立会いを希望する場合は、公告日から開札日前日の正午までに本様式を郵送又は電子
   メールにより以下の送信先へ提出すること。電子メールによる場合は、送信後、郵送する場合は、
   事前に送信先へ電話連絡することとし、いずれの場合も提出期間内に必着すること。
※立会人は開札当日に身分証を持参することとし、代理人が立会う場合は、立会委任状（様式５）
　 と身分証を持参すること。

申請日　令和　　年　　月　　日

開札立会申請書

mailto:suisin@city.saiki.lg.jp


様式５

　今般、都合により 令和７年度　基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約）

の開札の立会いに関する一切の権限を（　　　　　　　　　）に委任しましたので、

連署をもってお届けします。

令和７年　　月　　日

（ ）

㊞

（ ）

㊞

契約担当者

佐伯市長　冨　髙　　国　子　　様

委任状

受任者 住 所

商 号 又 は 名

受 任 者 氏 名

委任者 住 所

商 号 又 は 名

委 任 者 氏 名



内封筒用貼付け用紙（長形３号封筒用）

〒876-8585

佐伯市中村南町１番１号

佐伯市役所 総務部 情報推進課　宛

内封筒郵送方法

差
出
人

住　所

商号又は名称
代表者氏名

キ リ ト リ 線

入札書在中

開 札 日 令和7年8月5日

件 名 令和７年度　基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約）

印 印 印
封筒の中に入札書を入れ、封か

んし、届出印で３か所を封印を

してください。

〒876-8585

佐伯市中村南町１番１号

佐伯市役所 総務部 情報推進課　宛

差
出
人

住　所

商号又は名称
代表者氏名

入札書在中

開 札 日 令和7年8月5日

件 名 令和７年度　基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約）

上記の封筒用貼付け用紙に入札

参加者の住所、商号又は名称、

代表者氏名を記入し、内封筒に

貼付けてください。

必ず一般書留か簡易書留で

郵送してください。



郵便入札に関する留意事項 

 

１．郵便入札について 

入札事務の効率化のため、郵便により入札書を送付する「郵便入札」を実施しま

す。 

 

２．入札書の提出方法について 

（１）郵送方法 

①「一般書留」又は「簡易書留」のいずれかの方法のみとします。 

※「差出控え」は、開札が終わるまで大切に保管してください。 

②上記以外の方法（普通郵便、メール便、持参等）による入札は、無効となり 

ます。 

③郵送に要する費用は、すべて入札参加者の負担とします。 

④入札書は、入札公告に記載している期限までの必着とし、期限までに担当課 

に到着しない入札は無効とします。提出期限日の消印有効ではありませんの 

で注意してください。 

⑤入札書は内封筒及び郵送用封筒（外封筒）の二重封筒で郵送してください。 

 

（２）内封筒について（入札書を封入する封筒） 

①入札書は必ず内封筒に入れてください。内封筒がない場合は無効となりま 

す。 

②仕様書で単価表や内訳書等の提出が指示されている場合は、入札書と一緒に 

内封筒に入れてください。 

③内封筒は定型封筒（長形３号封筒）を使用し、指定の「内封筒用貼付け用 

紙」に、入札参加者の住所、商号又は名称、代表者氏名を記入し、貼付けて 

ください。また、入札書記入内容に誤りがないか確認し、封かんの上、裏面 

に届出印（競争入札参加資格審査申請書の使用印）で封印をしてください。 

 

（３）外封筒について（入札書を封入した内封筒を入れて郵送する封筒） 

①郵送の際は、外封筒に内封筒を入れて送付してください。 

②入札書在中と朱書きし、入札参加者の住所、商号又は名称、代表者氏名を記 

入の上、以下の宛先に送付してください。  

 

【宛先】 

〒876-8585 

大分県佐伯市中村南町１番１号 

佐伯市役所 総務部 情報推進課宛 
 



 

 

 

 

― くじ番号による決定方法（自動決定方式） ―  

 

 

１．くじ番号 

入札参加者があらかじめ入札書の「くじ番号」欄に記入した 3 桁以内の任意の番号。 

※ 「000」以外を記入するものとするが、くじ番号の記載がない場合、又は「000」を記入した 

場合は、「111」を割り当てることとする。） 

 

２．入札番号 

落札者となるべき同価の入札者の入札番号を、佐伯市物品等入札参加資格一覧表（公告

日現在の一覧表）の登録番号の小さい者から順に 0(ゼロ)から、1、2、3･･･と番号を割り振りま

す。 

 

３．落札者の決定 

(ア) 同価の入札者の「くじ番号」の合計を同価の入札者の人数で割り、余りを算出します。 

(イ) 同価の入札者の入札番号が、上記で得られた余りの数字と同じ入札者が、落札者とな 

ります。（割り切れた際の余りなしを 0（ゼロ）とします） 

 

 

（例）                              0     入札番号 0 番の入札者が落札 

同価の入札者が 2 者の場合、余りが       又は 

1     入札番号 1 番の入札者が落札 

 

 

0     入札番号 0 番の入札者が落札 

同価の入札者が 3 者の場合、余りが 1     入札番号 1 番の入札者が落札 

2     入札番号 2 番の入札者が落札 



 
 

賃貸借契約書 

（長期継続契約） 
 
 

１ 賃 貸 借 件 名  令和７年度 基盤系プリンタ更新リース（長期継続契約） 

２ 賃 貸 借 物 件  別紙「賃貸借物件明細書」のとおり 

３ 物件設置（保管）場所  別紙「賃貸借物件明細書」のとおり 

４ 契 約 期 間  令和７年 月 日  から 令和12年９月30日 まで 

５ 賃 貸 借 期 間  令和７年10月１日 から 令和12年９月30日 まで（60か月） 

６ 契 約 金 額  賃借料総額 ￥       － 

   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥     －） 

   賃借料月額 ￥     － 

   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥     －） 

   賃借料総額の内訳  

   令和７年度 ￥    － 

   令和８年度 ￥    － 

   令和９年度 ￥    － 

   令和10年度 ￥    － 

   令和11年度 ￥    － 

   令和12年度 ￥    － 

７ 契 約 保 証 金  免 除  

 
上記の賃貸借について、賃借人 佐伯市長 冨髙 国子 と納入業者           

と賃貸人                       とは、各々対等な立場における合意
に基づいて、佐伯市契約規則（平成17年佐伯市規則第66号。以下「規則」という。）及び次の条
項の規定によって賃貸借契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 
 

 
（総 則） 
第１条 納入業者は、契約書に定めるもののほか、別紙仕様書に基づき物件を納入し、賃貸人を

して当該物件を賃借人に賃貸し、賃借人は、これを賃借するものとする。 
 
（物件の引き渡し） 
第２条 賃貸人から賃借人への物件の引渡しは、納入業者が物件を賃借人が指定する期日までに

納入業者の負担で賃借人の指定する場所に納品し、必要となる作業を終えた上で賃借人の検査
を受け、当該検査に合格したときをもって完了したものとする。 

２ 前項の場合において、賃貸人の申し出又は賃借人がその必要がないと認めるときは、賃貸人
の立会いを求めないで当該検査を行うことができる。 

３ 賃貸人は、前項の検査に立ち会わなかったときは、当該検査の結果について異議を申し出る

ことができない。 

 
（引渡し前における物件の使用） 
第３条 賃借人は、引渡し前においても物件の全部又は一部を賃貸人の承諾を得て使用すること 

ができる。 



 
 

２ 前項の場合において、賃借人は、物件を善良な管理者の注意義務をもって使用しなければな
らない。 

３ 賃借人は、第１項の規定により物件の全部または一部を使用したことによって賃貸人に損害
を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。  

 
（権利義務の譲渡の禁止） 
第４条 賃貸人及び納入業者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しく

は承継させ、又はその権利を担保に供してはならない。ただし、あらかじめ賃借人の書面によ
る承諾を得た場合は、この限りでない。 

 
（秘密の保持等） 
第５条 賃貸人及び納入業者は、この賃貸借契約によって知り得た秘密を他に漏らしてはならな

い。契約終了後も同様とする。 
 
（賃借料の支払） 
第６条 賃貸人は、物件を賃借人が使用した月（以下「使用月」という。）の翌月以後15日まで

に、使用月の月額の賃借料の支払いを賃借人に請求するものとする。 
２ 前項の賃借料の月額計算は、月の初日から末日までを１月分の月額として計算するものとす

る。この場合において、月の使用が１月分に満たないとき又は賃貸人の責に帰する事由により
月の使用が１月分に満たなくなったときは、当該月の日数に応じた日割計算によるものとす
る。 

３ 賃借人は、第１項の規定により適法な請求書を受理した日から30日以内に第１項に定める賃
借料を支払わなければならない。 

４ 賃借人の責に帰する事由により、前項に基づく賃借料の支払いが遅れた場合には、賃貸人
は、遅延した日数に応じて、契約締結日における政府契約の支払い遅延防止等に関する法律
（昭和24年法律第256号）第８条第１項の規定に基づき定められた率を乗じて計算した額の支
払いを賃借人に対して請求することができる。 

 
（損害保険） 
第７条 賃貸人は、賃貸借期間中、賃貸人を保険契約者とする動産総合保険契約を、賃貸人の負

担により、賃貸人の選定する損害保険会社と締結し、この契約の存続期間中これを更新しなけ
ればならない。ただし、ソフトウェアについてはこの限りではない。 

２ 賃借人の責めに帰すべき事由により物件が損害を受けた場合、賃借人は、前項に規定する保
険により補てんされた部分の範囲で損害賠償を免れるものとする。 

 
（物件の維持管理等） 
第８条 賃借人は、物件を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 
２ 賃借人は、物件を通常の用法に従って使用し、かつ、賃借人の通常の業務の範囲内で使用し

なければならない。 
３ 物件に故障が生じたときは、賃借人は、直ちに、その旨を賃貸人及び納入業者に通報しなけ

ればならない。 
４ 納入業者は、この契約に物件の保守をすべき旨が定められている場合においては、常に物件

の機能を十分に発揮させることができるようにするため、仕様書等に定めるところにより、必
要な保守を納入業者の負担で行わなければならない。なお、賃貸人には保守責任は生じない。 

５ 納入業者は、第３項の規定による通報を受けたときは、遅滞なく、納入業者の負担で物件を
修理しなければならない。ただし、当該故障の原因が賃借人の故意又は重大な過失による場合
は、この限りでない。 

６ 賃貸人は、物件に、所有権の表示をするものとする。 
 
（物件の原状変更）  
第９条 賃借人は、物件に装置、部品、付属品等を付着し、又は物件からそれらを取り外すとき

は、事前に賃貸人及び納入業者の承諾を受けなければならない。  
 
（物件の滅失又はき損） 



 
 

第10条 賃借人の責による物件の滅失又はき損については、賃借人と賃貸人とが協議の上、その
費用（第７条の規定により付された保険により補てんされた部分を除く。）は、賃借人が負担
するものとする。ただし、通常の損耗及び消耗によるとき、又は賃貸人が原状に回復しないこ
とについて承認したときは、この限りでない。 

２ 物件の一部又は全部が滅失し、当該賃貸借契約の履行が不可能となった場合は、前項による
損害金の支払完了と同時にこの契約は終了する。ただし、物件が複数ある場合において、その
一部が滅失した場合は、当該滅失した物件に対応する部分の契約のみ終了する。 

 
（損害の負担） 
第11条 この契約の履行に関して契約期間中に発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む）に

ついては、賃貸人又は納入業者がその費用を負担するものとする。ただし、賃借人の責に帰す
べき事由により生じた損害についてはこの限りでない。 

 
（契約不適合責任） 
第12条 賃借人は、引き渡された物件が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないも

の（以下「契約不適合」という。）であるときは、賃貸人に対し、物件の修補、代替物の引渡

し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、賃貸人は、賃借人

に不相当な負担を課するものではないときは、賃借人が請求した方法と異なる方法による履行

の追完をすることができる。 

２ 前項の不適合が賃借人の責めに帰するべき事由によるものであるときは、賃借人は、同項の

規定による履行の追完を請求することができない。 

３ 第１項の場合において、賃借人が、その不適合を知った時から１年以内にその旨を賃貸人に

通知しないときは、賃借人は、同項の請求をすることができない。ただし、賃貸人が引渡しの

時にその不適合を知り、又は重大な過失によって知らなかったときは、この限りではない。 
４ 第１項又は第３項の場合において、賃借人が相当の期間を定めて履行の追完を催告し、その

期間内に履行の追完がないときは、賃借人は、その不適合の程度に応じて賃借料の減額を請求
することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直
ちに代金の減額を請求することができる。 

（１）履行の追完が不能であるとき。 
（２）納入業者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
（３）契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ

契約をした目的を達成することができない場合において、納入業者が履行の追完をしないで
その時期を経過したとき。 

（４）前３号に掲げる場合のほか、賃借人がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受け
る見込みがないことがあきらかであるとき。 

５ この物件が契約不適合である場合において、その原因が納入業者に起因すると判断される場
合には、賃貸人を納入業者に、又はその原因が賃貸人及び納入業者ともに起因すると判断され
る場合には、賃貸人を賃貸人及び納入業者にそれぞれ読み替えて本条全項を適用する。 

６ 前項の場合においては、賃借人、納入業者及び賃貸人は、それぞれの責任の有無にかかわら
ず、協力し速やかに解決を図るものとする。 

 

（物件の返還等） 

第13条 賃貸人は、賃貸借期間の満了又は契約の解除のとき、賃借人の指示に従い、データ消去

（ただし、データ消去が不可能な場合は物理的破壊）を実施した上で、機器等を速やかに撤去

するものとする。なお、データ消去費用及び撤去費用については、賃貸人が負担するものとす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、賃借人と賃貸人とが協議の上、データ消去及び撤去について別に

定めることができる。 

 

（賃貸借期間終了後の賃貸又は売渡し） 

第14条 賃借人は、契約書記載の賃貸借期間終了時に、賃貸人の物件の賃貸の継続又は売渡しを



 
 

請求することができる。 

 
（契約内容の変更等） 
第15条 賃借人は、必要があると認めるときは、あらかじめ賃貸人及び納入業者と協議をした上

で、この契約の内容を変更し、又は物件の納入を一時的に中止させることができる。 
２ 前項の規定による措置により賃借料の額を変更する必要があるときは、賃借人、納入業者及

び賃貸人が協議してその額を定める。 
 
（賃借人の催告による解除権） 
第16条 賃借人は、賃貸人又は納入業者が、次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間

を定めてその履行を催告し、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができ
る。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行が、この契約及び取引上の社会通念
に照らして軽微であるときは、この限りではない。 

（１）正当な理由がないのに、賃貸人又は納入業者が賃借人の指示に従わないとき。 
（２）賃貸借開始日までにこの物件の納入を完了しないこと、又は完了する見込みがないことが

明らかであると認められるとき。 
（３）正当な理由なく、第12条の履行の追完がなされないとき。 
（４）前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 
 
（賃借人の催告によらない解除権） 
第17条 賃借人は、賃貸人又は納入業者が次のいずれかに該当するときは、前条の催告をするこ

となく、直ちにこの契約を解除することができる。 
（１）この契約の債務を履行することができないことが明らかであるとき。 

（２）賃貸人又は納入業者がこの契約の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

（３）賃貸人若しくは納入業者の債務の一部の履行が不能である場合又は賃貸人若しくは納入業

者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみ

では契約をした目的を達成することができないとき。 

（４）契約の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契

約をした目的を達成することができない場合において、賃貸人又は納入業者が履行をしないで

その時期を経過したとき。 
（５）前各号に掲げる場合のほか、賃貸人又は納入業者が前条の規定による催告をしても契約を

した目的を達成するに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 
（６）第20条又は第21条の規定によらないで、この契約の解除を申し出たとき。 
（７）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止

法」という。）第７条第１項若しくは第２項（第８条の２第２項及び第20条第２項において準
用する場合を含む。）、第８条の２第１項若しくは第３項、第17条の２又は第20条第１項の規
定による命令を受け、当該命令が確定したとき。 

（８）独占禁止法第７条の２第１項（同条第２項及び第８条の３において読み替えて準用する場
合を含む。）の規定による命令を受け、当該命令が確定したとき。 

（９）代表者、役員又は使用人が刑法（明治40年法律第45号）第96条の３又は第198条の罪によ
り刑に処せられたとき。 

（10）役員等(納入業者又は賃貸人が個人である場合にはその者を、納入業者又は賃貸人が法人
である場合にはその役員又はその支店若しくは常時業務の実施に係る契約を締結する事務所の
代表者をいう。以下この号において同じ。)が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法
律（平成３年法律第77号。以下この号において「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規
定する暴力団員(以下この号において「暴力団員」という。)であると認められるとき。 

（11）暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同
じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

（12）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える
目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

（13） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接
的あるいは積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められると
き。 



 
 

（14） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ
るとき。 

（15）再委託契約その他の契約にあたり、その相手方が第９号から前号までのいずれかに該当す
ることを知りながら、当該者との契約を締結したと認められるとき。 

（16）この契約に関し、再委託契約その他の契約に当たり、第９号から第13号までのいずれかに
該当する者を契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、賃借人が納入
業者又は賃貸人に対して当該契約の解除を求め、納入業者又は賃貸人がこれに従わなかったと
き。 

 

（賃借人の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第18条 第16条又は前条各号に定める場合が賃借人の責めに帰すべき事由によるものであるとき

は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

 
（違約金） 
第19条 第16条又は第17条により契約が解除された場合においては、賃貸人又は納入業者は、違

約金として、賃借料の総額（契約の一部の履行があった場合にあっては、賃借料の総額から当
該履行があった部分に相当する賃借料の額を控除して得た額）の10分の１に相当する額を、賃
借人が指定する期限までに支払わなければならない。ただし、この契約及び取引上の社会通念
に照らして賃貸人の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この規定は適
用しない。 

２ 前項の違約金は、損害賠償の額の予定又はその一部と解釈しないものとする。 
３ 賃貸人又は納入業者は、第１項の規定により賃借人が契約を解除したことに起因して損害を

受けることがあっても、その損害の賠償を賃借人に請求することができない。 
 

（賃貸人又は納入業者の催告による解除権） 

第20条 賃貸人又は納入業者は、賃借人がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその

履行の催告し、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、

その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微

であるときは、この限りではない。 

 

（賃貸人又は納入業者の催告によらない解除権） 

第21条 賃貸人又は納入業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することが

できる。 

（１）第15条第１項の規定により、賃借人が物件の納入を一時的に中止させ、又は一時的に中止

させようとする場合において、その中止期間が相当の期間にわたるとき。 

（２）第15条第１項の規定により賃借人が契約の内容を変更する場合において、賃借料の総額

が、当初の賃借料の総額の３分の２以上減少したとき。 

（３）賃借人の責に帰すべき事由により物件が滅失し、又はき損し、使用不可能になったとき。 

 

（賃貸人又は納入業者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第22条 第20条又は前条各号に定める場合が賃貸人の責めに帰すべき事由によるものであるとき

は、賃貸人は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

 

（解除に伴う措置） 

第23条 賃借人は、この契約が履行の完了前に解除された場合において、既に履行された部分が

あるときは、当該履行部分に相応する契約代金を支払うものとする。 

２ 前項による場合の物件の返還については、第13条の規定を準用する。 

 
（プログラムの使用権等） 
第24条 プログラムには、プログラム・プロダクトを一体化したもの及びその使用方法を解説し

た書類を含むものとする。 



 
 

２ プログラムの使用権設定者は納入業者とし、賃貸人はプログラムの非独占的使用権を取得
し、賃借人に賃貸する。 

３ 賃借人は、プログラムの全部又は一部を第三者に譲渡し、若しくはその再使用権を設定し、
又は複製し、その他第三者に使用させてはならないものとする。 

４ 賃借人は、プログラムの全部又は一部を改変、又はリバースエンジニアリング、逆アセンブ
ル若しくは逆コンパイルをすることはできないものとする。本契約のほかに賃借人が納入業者
との間でプログラムの使用に関する契約を締結した場合、この内容を遵守するものとする。 

 
（特約事項） 
第25条 この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67条）第234条の３の規定による長期継続契

約であるため、この契約の締結する日の属する年度の翌年度以降において、当該契約に係る賃
借人の歳出予算において減額又は削減があった場合、賃借人は、この契約を変更又は解除する
ことができる。 

 
（管轄裁判所) 
第26条 この契約に関し裁判上の紛争が生じたときには、賃借人の所在地を管轄する裁判所を第

一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
 
（契約外の事項） 
第27条 この契約に定めのない事項、又は契約について疑義が生じた事項については、必要に応

じて賃借人、納入業者及び賃貸人が協議して定めるものとする。 
 

本契約を証するため、本書３通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 
 
 
令和  年  月  日 
 
 

 
賃借人  大分県佐伯市中村南町１番１号 

佐 伯 市 

佐 伯 市 長  冨 髙  国 子   印 

 

 

 

納入業者 住    所 

    商号又は名称 

    代表者氏名              印 

 

 

 

賃貸人   住    所 

    商号又は名称 

    代表者氏名              印 
 

 

 

 

  



 
 

別紙  

賃貸借物件明細書 

 
１．賃貸借物件 
 
ア モノクロレーザープリンタ 

品名 メーカー名 型番等  数量 

   ９０ 

 

イ 消耗品等 

品名 メーカー名 型番等  数量 

   ９０ 

   １８０ 

佐伯市市章シール ― ― １２０ 

 

 

２．物件設置（保管）場所 

※ 落札者決定後、契約書作成時に詳細場所について明記するものとする。 


